
１．はじめに
　本稿の目的は，岩井・村上（ ）（ ）
（ ）で行った日本のワーキングプアの推
計に対する種々の指摘・批判を反映させる形
で，日本のワーキングプアの再規定と再推計
を行うことである ）。具体的には，ワーキン
グプアの規定の際に重要な要素となる最低生
活水準と労働市場での活動状況の見直しを行
い，ワーキングプアを再推計する。
　本稿では，第一に，これまで日本内外で提
示されたワーキングプアの規定に関する議論
と，岩井・村上（ ）（ ）（ ）に対
する指摘を踏まえた上で，具体的なワーキン
グプアの推計方法について詳述する。その際，
利用するデータの制約についても触れる。第
二に，本稿のワーキングプア規定から得られ
た推計結果と，その分析結果について述べる。
そして最後に，本稿のまとめと今後の課題に
ついて述べる。

２．ワーキングプアの規定
　先進諸国で行われているワーキングプアの
推計とその規定を鑑みるとき ），ワーキング
プアの規模を推計する上で考慮すべき点とし
てあげられるのは，第一に，世帯所得と最低

生活基準の関係，第二に，労働市場での活動
期間である。第一の点に関して，個人所得で
はなく世帯所得と記したのは，例えば，日本
の生活保護制度の実施原則として，世帯単位
の原則があること ），加えて，諸外国におい
ても公的扶助の対象である貧困の規定は世帯
単位でなされるからである。
　近年の日本において，ワーキングプアの規
模を論議する際に多く用いられる指標として，
個人の年間所得が 万円未満という指標が
ある ）。しかしながら，個人の年間所得が
万円でも，世帯内に要扶養児童が二人い

る場合と単身世帯ではその意味合いは異なる。
また，他の世帯人員の労働力状態を考慮すれ
ば，当該個人は年間所得が 万円であって
も世帯所得はそれ以上になる可能性がある。
個人の年間所得 万円未満をワーキングプ
ア指標とする場合，世帯状態と個人の労働力
状態の関係がリンクしないこととなる ）。
　これらの点を考慮し，岩井・村上（ ）
（ ）（ ）で提起されたワーキングプ
アの規定の原則を本稿でも踏襲する。すなわ
ち，第一に，貧困であるか否かを世帯所得と
世帯の最低生活基準の比較から決定し，第二
に，貧困世帯に属しており，通常（ ヶ月以上）
労働市場で活動（就業・失業）している個人
をワーキングプアと規定するのである。
　この原則のもと，本稿では，岩井・村上
（ ）（ ）（ ）でのワーキングプア
の規定・推計に対する指摘，すなわち，最低
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生活水準と労働市場での活動状況に対する指
摘を受けて，以下に示すような形で，推計方
法の修正を行った。

2－1　最低生活基準の規定
　最低生活基準と世帯所得の比較によって貧
困世帯を決定するため，その基準如何によっ
て，推計結果として表象されるワーキングプ
アの規模は大きく異なることになる。ここで
は，ワーキングプア規定の第一の論点である
最低生活基準について述べる。
　岩井・村上（ ）（ ）（ ）では，生
活保護制度にある扶助のうち，生活扶助第一
類と生活扶助第二類を取り上げ，それらの合
計を最低生活基準とし，貧困世帯の推計を
行った。このような最低生活基準の設定方法
の問題点を駒村（ ）が指摘した ）。
　日本の生活保護制度には，生活扶助以外に
も各種の扶助・加算がある。扶助の種類では，
教育扶助，住宅扶助，医療扶助，介護扶助，
出産扶助，生業扶助，葬祭扶助がある。加算
の種類では，例えば，障害者加算等がある。
岩井・村上（ ）（ ）（ ）では，こ
れらの各種扶助・加算を最低生活基準の計算
の際に除外していた。加えて，認定所得の問
題も駒村（ ）によって指摘された。実際
の生活保護受給の際には，申請者の世帯収入
の合計から勤労控除，基礎控除，税，社会保
険料等が差し引かれ，残余の収入合計が認定
される。認定された収入合計と生活保護基準
額とが比較され，収入合計が生活保護基準額

を下回る限りにおいてその差額が支給される
こととなる。岩井・村上（ ）（ ）（
）で用いたデータである『就業構造基本調査』
（以下就調と略記する）の世帯所得は，総所
得であり純所得ではない。同調査の世帯所得
は，「世帯主，世帯主の配偶者及びその他の
親族世帯員が通常得ている過去 年間」の税
込みの収入合計であり「年金，恩給など定期
的に得られる収入は含めるが，土地，家屋や
証券などの財産の売却によって得た収入，預
貯金の引き出しなど所有財産を現金化したも
のや，相続，贈与，退職金などの臨時的な収
入は含まない」）と定義されている。
　このような指摘から，本稿では，最低生活
基準の規定を見直した。世帯の状況に合わせ
た最低生活基準の設定を行うために，データ
から扶助・加算の算入の可否を判別できる限
りにおいて，各種の扶助・加算を算入した。
具体的な算入方法を図－ に示している ）。
　最低生活基準の中に，生活扶助（第一類と
第二類），住宅扶助，教育扶助，老齢加算，
母子加算を含めた。なお，すべて 級地－ の
額で算定している。算入の可否を判断するこ
とが出来ない扶助・加算については除外して
いる。就調には，傷病等の情報がないため医
療扶助の算入の可否を判断することは困難で
ある。
　上記の方法で算定した最低生活基準額を例
示しておく。 年の 人世帯（夫 歳，妻
歳，児童 歳， 級地－ ）の場合では，上

記の計算からは，老齢加算，母子加算が除か

生活扶助

＋

住宅扶助

＋

教育扶助

＋

老齢加算

＋

母子加算

＝ 基準額

第一類 第二類

個人年齢階

級別12区分

世帯人数別

（冬期加算を

含めない）

地域により額が異

なるが，一律に

13,000円とした。

小学生・中学生

の児童数×金額

70歳以上で

あれば加算

母子世帯であり，

18歳未満の児童

について加算

（注 ）各種の扶助・加算に関しては 級地－ （ ， ， 年）の金額を用いた。
（注 ） 年， 年， 年の生活扶助第一類の年齢階級区分は 区分である。

図－1　最低生活基準の内容
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れる。生活扶助が 円であり，住宅扶
助 ）が 円，教育扶助 ）は 円となり，
合計月額 円となる。一方，母子世帯
（母 歳，児童 歳， 級地－ ）の場合，生
活扶助が 円であり，住宅扶助が

円，教育扶助 円に加えて，母子
加算 円が算入され，合計月額
円となる。このような計算方法のもと，各個
票の世帯状態に合わせる形で最低生活基準を
設定した。
　先に述べたように，駒村（ ）のもう一
つの指摘は，認定所得に関するものであった。
次に，この点について述べることとする。
　結論としては，認定所得の問題を取り扱う
ことは困難であった。これは，就調の世帯所
得データがカテゴリカルデータであることに
よる。各世帯の種々の控除，税，社会保険料
の金額をカテゴリカルデータから差し引くこ
とは困難である。世帯所得より各種の控除，
税，社会保険料を差し引いていないため，貧
困世帯数，そこから計算される世帯貧困率，
ひいては，結果として表れるワーキングプア
の規模が過小であることや，その構成に歪み
が出ることは否めない。

2－2　労働市場での活動の規定
　ここまで，ワーキングプアを規定する際の
重要な論点の一つである最低生活基準の規定
について，本稿で行った検討の結果を示した。
次に，もう一つの重要な論点である労働市場
での活動の規定について述べる。
　貧困世帯が特定された後，ワーキングプア
の規定上で重要な要素となるのは，第一に，
世帯員個々人が労働市場で活動しているか否
かであり，第二に，活動している場合，それ
はどの程度の期間（年間就業日数，失業期間）
あるいは時間（年間労働時間）なのかという
ことである。これらは賃金率，労働力状態を
はじめとする諸要因と関連する。就業期間が
わずかであるような場合や，非労働力である

期間が長いような場合は，年間所得は少なく
なる。
　岩井・村上（ ）（ ）（ ）では，就
調の特性を活かし，貧困世帯に属し，通常
（ ヶ月以上）労働市場で活動している者を
ワーキングプアと規定した ）。この規定に対
し，いくつかの指摘がなされた。例えば，そ
の中に，学生などの，労働市場での活動が主
ではない層が含まれているという指摘である。
有業者に関して，年間労働時間数が分からな
いため， ヶ月以上という基準を設けたが，
ヶ月以上密に働いているのか否かで，その
意味するところは異なることになる。加えて，
伍賀（ ）による，自ら労働時間を調整し
た結果，低所得となっている層をワーキング
プア規定から省く必要があるとの指摘もあ
る ）。
　労働市場での活動の程度については，様々
な基準が考えられる。例えば，フルタイムで
年間を通じて就業したという基準がある。こ
の規定では，日雇い，パートタイム等で就業
する不安定就業層の多くと失業者が推計結果
に表れなくなる。さらに，不況によりフルタ
イムの仕事数が減少した場合に，ワーキング
プアの数も減少することとなる。一方で，労
働市場での活動の期間（時間）を取り除けば，
稼働能力を持たない貧困層，労働市場で活動
していない貧困層，非労働力である貧困層等
が含まれることとなる。
　また，岩井・村上（ ）（ ）（ ）
のワーキングプアの規定では， ヶ月以上労
働市場で活動するという，労働市場での活動
期間が対象となっており，期間中の活動の内
容によってワーキングプアを区分しておらず，
様々な労働時間数の層が含まれていた。労働
時間数で区分する場合，労働時間を基準に
ワーキングプアを規定すればよいことになる
が，就調では，就業が不規則・ある季節だけ
の層に対する就業時間の調査は行われていな
い。よって，他の変数が必要になる。就調に
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は，仕事の主従という調査項目がある。同項
目によって， ヶ月以上，主に仕事をしてい
たワーキングプアを抽出することが可能とな
り，自ら労働時間を調整した結果，低所得と
なっている層をワーキングプアから省くこと
が出来る。
　ただし，このような処置をとることによる
限界もある。すなわち，仕事が主な者のみを
ワーキングプアとする場合，仕事が従である
ものの，介護・育児のために就業時間が少な
い層はワーキングプアとならないのかという
問題である。この点について，就調では，有
業者について，育児・介護・看護をすべて家
事に含み，家事と通学を基準に，おもに仕事・
かたわらに仕事という基準が設けられている。
介護・育児を行うかたわらで仕事をしている
層をワーキングプアの規定に含むという論議
は成り立つものの，その区分は困難である。
　上記より，また，利用データの制約も鑑み
て，本稿では，第一に，ワーキングプアの規
定の中から学生を除いてその規模を推計す

る ）。第二に，学生を除き，仕事が主である
層を対象として，ワーキングプアの規模を推
計する。推計のフロー図を図－ に示しておく。

３．ワーキングプアの推計
　ここでは，第一に，学生を除いたワーキン
グプアの推計結果について提示・分析し，第
二に，学生を除き，仕事が主であるワーキン
グプアの推計結果を提示・分析する。
　分析には，失業・就労貧困率と

という二つの指標を用いる。失業・就
労貧困率を，失業・就労貧困率＝ワーキング
プア（ワーキングプア＋非ワーキングプア）
× と定義する。 は，貧困層
内部での構成比のことであり，ここではワー
キングプア全体を とした時の各項目（例
えばフルタイムで働くワーキングプア）の構
成比を見るものである ）。
　これらを，全体（ワーキングプア＋非ワー
キングプア）の構成比と比較すると，ワーキ
ングプアの性別，年齢別，学歴別，就業形態

学生を除く　ワーキングプア

世帯について
推計の流れ

個人について

Yes：

No：

世帯所得が生活保護基準より多い。

『就業構造基本調査』ミクロデータ

非貧困世帯

通常(3ヶ月以上)
有業である。

15歳以上の世帯人員

通常(3ヶ月以上)
仕事を探している。

非ワーキングプア

貧困世帯

通常(3ヶ月以上)
有業である。

15歳以上の世帯人員

通常(3ヶ月以上)
仕事を探している。

ワーキングプア ワーキングプア 非ワーキングプア 非ワーキングプア

学生である。 非ワーキングプア 学生である。 非ワーキングプア

図－2　ワーキングプア推計　分類フロー

（注）学生を除き，仕事が主な層を対象としたワーキングプアの場合，「学生である」と「通常（ ヶ月
以上）有業」の間に，「主に仕事をしている」の分類項目が入る。

（出所）岩井・村上（ ）（ ）（ ）を本稿の規定に合わせて修正した。
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別の集中度合が分かる。紙幅の関係上，
年のみとなるが，学生を除いたワーキングプ
アの推計結果を表－ に，学生を除き，仕事

が主であるワーキングプアの推計結果を表－
に示す。

表－1　学生を除いたワーキングプアの推計結果（2002年）
（単位：実数は（人），構成比，失業・就労貧困率は（％））

実数 構成比
失業・就労貧困率

失業・就労貧困者 労働力総数 失業・就労貧困者 労働力総数
合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性

年 総数
　有業者
　無業者
年齢
　 － 歳
　 － 歳
　 － 歳
　 － 歳
　 － 歳
　 歳以上
学歴
　小学・中学
　高校・旧中
　短大・高専
　大学・大学院
　不詳
　在学したことがない
従業上の地位
　常雇
　臨時雇
　日雇
　会社団体等の役員
　雇人あり自営業主
　雇人なし自営業主
　自家営業の手伝い
　家庭で内職
雇用形態
　正規の職員・従業員
　パート
　アルバイト
　労働者派遣事業の
派遣職員
　契約社員・嘱託
　その他
従業員規模
　 ～ 人
　 ～ 人
　 ～ 人
　 ～ 人
　 ～ 人
　 ～ 人
　 ～ 人
　 ～ 人
　 ～ 人
　 人以上
　官公庁
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表－2　仕事が主のワーキングプア（学生を除く）の推計結果（2002年）
（単位：実数は（人），構成比，失業・就労貧困率は（％））

実数 構成比
失業・就労貧困率

失業・就労貧困者 労働力総数 失業・就労貧困者 労働力総数
合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性

年 総数
　有業者
　無業者
年齢
　 － 歳
　 － 歳
　 － 歳
　 － 歳
　 － 歳
　 歳以上
学歴
　小学・中学
　高校・旧中
　短大・高専
　大学・大学院
　不詳
　在学したことがない
従業上の地位
　常雇
　臨時雇
　日雇
　会社団体等の役員
　雇人あり自営業主
　雇人なし自営業主
　自家営業の手伝い
　家庭で内職
雇用形態
　正規の職員・従業員
　パート
　アルバイト
　労働者派遣事業の
派遣職員
　契約社員・嘱託
　その他
従業員規模
　 ～ 人
　 ～ 人
　 ～ 人
　 ～ 人
　 ～ 人
　 ～ 人
　 ～ 人
　 ～ 人
　 ～ 人
　 人以上
　官公庁
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3－1　学生を除いたワーキングプアの分析
3－1－1　失業・就労貧困率による分析
　学生を除いたために，岩井・村上（ ）
（ ）（ ）での推計結果よりも，本稿
の失業・就労貧困率は低率となった。総数で
は， 年に ％であった失業・就労貧困
率は， 年に ％となった。実数におい
ても， 年に 万人強であったワーキン
グプアは， 年に 万人弱となった。男
女別の失業・就労貧困率は，いずれの年にお
いても，女性の方が高く， 年には ％
（男性： ％）となっている。特に， 年
から 年にかけてワーキングプアが急増
している。男女別・年齢別の失業・就労貧困
率の推移を図－ に示した。若年層（特に男性）
の失業・就労貧困率が急上昇していることが
分かる。また，高齢層・中高年齢層女性の失
業・就労貧困率が高率となっている。

　次に，学歴別の失業・就労貧困率を見る。
図－ からも明らかなように，学歴が低いほ
ど失業・就労貧困率が高く，小学・中学とそ
れ以外の学歴の間に大きな違いがある。
　さらに就業形態別の失業・就労貧困率を見
る。図－ に就業形態別の失業・就労貧困率
の推移を示している。図－ では，パート，
アルバイト，契約，嘱託，派遣などの不安定
就業をまとめて示している。雇人なしの自営
業主の失業・就労貧困率が高く，それにパー
ト・アルバイト等合計の失業・就労貧困率が
続く。就業形態別の格差が確認できる。正規
の職員の失業・就労貧困率は最も低いが，そ
れが上昇していることに注目しておく必要が
ある。
　加えて，従業員規模別に失業・就労貧困率
を見る。従業員規模別の失業・就労貧困率を
図－ に示している。図－ からも明らかなよ
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図－3　年齢別の失業・就労貧困率の推移
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図－4　学歴別の失業・就労貧困率の推移
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うに，従業員規模が小さいほど失業・就労貧
困率は高く，従業員規模 ～ 人未満とそれ
以外との間で大きく異なっている。

3－1－2　貧困層内部の構成比による分析
　次に，貧困層内部の構成比（ ）
と労働力総数内部の構成比を比較することで，
ワーキングプアがどのような層に集中してい
るかを確認する。付表－ にある構成比（ワー
キングプア，労働力総数）を参照されたい。
なお，紙幅の関係上，ここでは， 年の
みについて見ることとする。第一に，ワーキ
ングプアが，女性に集中していることが分か
る。 年の は，男性 ％
であるのに対して，女性は ％となってい
る。労働力総数の構成比では，男性が ％
を占め，女性は ％である。学歴別に見る
と，低学歴の層がワーキングプアに集中して
いる。小学・中学で ％（労働力総数では
％）と，高い比率を示す一方で，短大・

高専，大学・大学院では，労働力総数の構成
比と比較した場合， はいずれ
も小さくなっている。
　従業上の地位，雇用形態別に見ると，その
差は明確である。労働力総数内の構成比では，
常雇は ％，正規の職員・従業員は ％と
なっている。 は，常雇で ％，
正規の職員・従業員で ％である。この状
態は，ワーキングプアの多くを不安定就業層
が占めていることを意味する。臨時雇，日雇
の は，それぞれ ％， ％
であるが，労働力総数内の構成比では， ％，
％となっている。加えて，雇人なしの自

営業主の も高率となっている。
雇用形態別に見ると，女性パート，男性アル
バイトにワーキングプアが集中していること
が分かる。女性パートの は
％（労働力総数では ％），男性アル

バイトの は ％（労働力総数
では ％）である。

　従業員規模別では，ワーキングプアが ～
人の従業員規模に集中している。 ～ 人の
従業員規模の労働力総数内部の構成比は
％であるが， は ％である。

3－2　 仕事が主な（学生を除く）ワーキング
プアの分析 ）

3－2－1　失業・就労貧困率による分析
　仕事が主な（学生を除く）ワーキングプア
について，失業・就労貧困率の推移を図に示
している。総数では， 年に ％であっ
た失業・就労貧困率は， 年に ％となっ
た。実数においても， 年に 万人弱で
あったワーキングプアは， 年に 万人
弱となった。男女別の失業・就労貧困率は，
いずれの年においても，女性の方が高く，

年には ％（男性： ％）となっている。
特に， 年から 年にかけて仕事が主
な（学生を除く）ワーキングプアが急増した
ことが分かる。
　図－ に年齢別の失業・就労貧困率，図－
に学歴別の失業・就労貧困率，図－ に就業
形態別の失業・就労貧困率，そして図－ に
従業員規模別の失業・就労貧困率を示してい
る。
　図－ ，図－ より，若年のワーキングプア
の急増と失業・就労貧困率の学歴間格差が確
認できる。また，図－ より，正規の職員・
従業員とそれ以外の就業形態の間で失業・就
労貧困率が大きく異なることが分かる。
　加えて，図－ を見ると，従業員規模間の
格差は，学生を除くワーキングプアの場合と
同様に，明確であり，また，従業員規模 ～
人未満とそれ以外の間で違いが明確であ

る。

3－2－2　貧困層内部の構成比による分析
　学生を除くワーキングプアの分析と同様に，
貧困層内部の構成比（ ）と労働
力総数のそれを比較することで，ワーキング
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プアがどういった層に集中しているかを見て
おく。紙幅の関係上， 年の結果のみに
ついて分析することとする。「仕事の主従」
という変数を導入することで，
は男性 ％，女性 ％となり，男性の占
める割合の方が大きくなった。ただし，労働
力総数と比較すると男性の占める割合は小さ
い。 の数値は若干異なるものの，
学生を除くワーキングプアと大まかな傾向は
変わらない。すなわち，学歴別では小学・中
学卒，従業上の地位別では臨時雇・日雇・雇
人なし自営業主，雇用形態別では女性パー
ト・男性アルバイト，従業員規模別では従業
員規模 ～ 人の が労働力総数
内部の構成比と比較して大きくなっている。

４．むすびにかえて
　本稿では，ワーキングプアの推計に用いる

最低生活水準と労働市場での活動状況を再規
定し，日本のワーキングプアの再推計を行い，
そこから得られた結果を分析した。最後に，
ここまでの分析結果をまとめ，そして，今後
の課題を述べることで，むすびとする。
　本稿のワーキングプアの規定から得られた
推計結果を，性別を基本として，年齢別，学
歴別，就業形態別，従業員規模別に分析した。

年から 年にかけて，ワーキングプ
アが急増したことが明らかとなった。
　性別では，男性の失業・就労貧困率よりも
女性のそれが高い数値を示し，一般に男性と
比較して低賃金であり不安定就業に就く傾向
のある女性が，ワーキングプアへ集中してい
ることが明らかとなった。年齢別分析では，
若年層の失業・就労貧困率の急上昇が確認さ
れ，それは 年から 年の間の若年層
の雇用状況の厳しさを反映している。学歴別

図－7　年齢別の失業・就労貧困率の推移 図－8　学歴別の失業・就労貧困率の推移

図－9　就業形態別の失業・就労貧困率の推移 図－10　従業員規模別の失業・就労貧困率の推移
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分析では，小学・中学卒業者の失業・就労貧
困率が高率であり，学歴が高くなるほど失
業・就労貧困率が低くなるという，学歴間の
格差を確認することが出来た。
　就業形態別分析では，正規の職員と不安定
就業者であるパート・アルバイト等との失
業・就労貧困率の差が明確であり，また，雇
人なしの自営業主において失業・就労貧困率
が高率となっていることが明らかとなった。
そして，従業員規模別分析では，従業員規模
間の格差が，失業・就労貧困率の差となって
明確に表れた。
　また，貧困層内部の集中度を測る

分析において，学歴別では小学・中学
卒，従業上の地位別では臨時雇・日雇・雇人
なし自営業主，雇用形態別では女性パート・
男性アルバイト，従業員規模別では従業員規
模 ～ 人の が労働力総数内部
の構成比と比較して大きくなった。失業・就
業貧困率による分析と同様，低学歴，不安定

就業，従業員規模の小さい層がワーキングプ
アに集中していることが分かる。一般に，こ
れらの層は低賃金であることが言われており，
分析結果は，不安定就業とそれに伴う低賃金
がワーキングプアを形成する主な要因となっ
ていることを示している。
　最後に，今後の課題を述べることで結びと
したい。課題の第一は，ワーキングプアの国
際比較である。現在の日本の労働市場状況と
ワーキングプアの急増に関して，諸外国と比
較してどの点が特異であり，どの点が共通す
るのか。厳密なワーキングプアの推計と各国
の労働市場政策を検討することでそれは明ら
かになると思われる。課題の第二は，さらに
厳密なワーキングプアの推計である。今後，

年の就調のマイクロデータが提供され
るだろう。新たな調査項目等も鑑みて，厳密
にワーキングプア推計を行うことが課題とな
る。

注

）本稿は，一橋大学経済研究所附属社会科学統計情報研究センターで提供している『就業構造基本
調査』（ ・ ・ 年）の秘匿処理済ミクロデータによる「日本のワーキング・プアの推計」
（申請者：岩井 浩，共同利用者：村上雅俊）の成果をもとにしている。また，本研究は，平成
年度科学研究費補助金（若手研究 ）【課題番号： 】の助成を受けたものである。
）例えば， （ ） － （ ） －
（ ）を参照。また，日本においては，ワーキングプアの規定の際に必要となる要素（項目）を，
駒村（ ）があげている。駒村（ ）， － 頁を参照。
）ただし，世帯所得水準のみを判断材料として生活保護の適用がなされるわけではない。
）平成 年度地域別最低賃金の全国加重平均額 円で，週 時間就労する場合， 円× 時間
× 日＝ 円になる。
）この点に関しては，駒村（ ）が「個人単位で支払われている賃金と基本的に世帯単位で設計
されている生活保護制度の単純比較になっている点に限界がある。単に世帯構成員ひとり一人の賃
金が生活保護以下であったとしても，同居している家族の合計所得が生活保護水準を下回らない限
り，生活保護制度の対象，つまり貧困政策上の課題にはならない」と明確に述べている。同上
頁より引用。
）駒村（ ）， 頁を参照。
）『就業構造基本調査』各年版，用語の解説より引用した。
）『生活保護手帳』各年版，および，『社会保障の手引』各年版を参照し，就調に掲載されている項
目から扶助・加算の算入の可否を判断した。
）住宅扶助については地域により特別基準がある。住宅扶助が全国一律に 円というわけでは
ない。利用データの地域区分が詳細ではないため，特別基準を逐一参照し，基準に算入することは
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困難であった。
）教育扶助に関しては基準額のみとし，学校給食費，通学交通費，教材代は算入しないこととした。
）就調は『労働力調査』のように現在の（ な）活動状態を対象にしているのではなく，通常
の（ な）活動状態を対象にしている。そのため，有業者を近似的に就業者と見なし，求職し
ている無業者を失業者と見なしてワーキングプアの推計を行った。岩井・村上（ ）， 頁を参照。
）伍賀（ ）， － 頁を参照。他に，ワーキングプアの規定から学生を省くことについて説明
を行っているものとして， ， （ ）がある。学生を除く理由として，
「学生たちは学生であることは低所得を伴うことと分かっており，そしてこの状態を，後に仕事に
就いた時に，より高い所得を得るために選んでいる」ことをあげている。同上 － 頁より引用。
）岩井・村上（ ）（ ）（ ）では，年齢別指標に在学者を除くと記載されているが，こ
れは筆者らの誤りであった。在学者が含まれているため「在学者を含む」と訂正する。
） については，橘木・浦川（ ）を参照。
）仕事が主という変数を導入することで，どのような層が除かれることとなったかを人口数の下落
率から見た。労働力総数とワーキングプアを比較して，どのような層が集中的に除かれたかは，
表－ と表－ から計算できる。 年において， ポイントより大きい下落率の差が確認できた項目
として， ～ 歳女性， ～ 歳女性，臨時雇・日雇・雇人なし自営業主（いずれも女性），家庭
で内職（男女），パート女性があった。
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